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持株会社の子会社が置く主任技術者又は監理技術者の 

直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱いについて（改正） 

 

 

 建設工事の適正な施工の確保のため、主任技術者及び監理技術者については、そ

れぞれが属する建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有することが必要とされ

ているところであり、このうち監理技術者については、監理技術者資格者証によっ

て雇用関係の確認を行い、これに疑義がある場合には、健康保険被保険者証等によ

り確認を行ってきたところである。 

 一方、昨今の建設投資の低迷による経営環境の悪化等に対応するため、建設業者

が持株会社化により企業集団を形成し、これと一体となって経営を行うことによっ

て、経営基盤の強化や経営の合理化を図っている例がある。 

 このような企業集団については、「持株会社の子会社が置く主任技術者又は監理

技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱いについて（改正）」（平成 14 年 4 月

16 日付け国総建第 97 号）により、企業集団に属する建設業者に係る主任技術者又

は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い及びその確認方法について定

め、運用を行ってきたところである。 

 今般、当該通知について、下記のとおり改めたので通知する。 

 

 

記 

 

 

  平成２０年国土交通省告示第１４６１号（以下単に「告示」という。）附則六の規

定により国土交通大臣の認定を受けた企業集団に属する親会社からその子会社（当

該企業集団に属するものに限る。）である建設業者への出向社員を当該建設業者が



 

工事現場に主任技術者又は監理技術者として置く場合は、当該出向社員と当該建設

業者の間に直接的かつ恒常的な雇用関係があるものとして取り扱うこととする。た

だし、当該建設業者が当該出向社員を主任技術者又は監理技術者として置く建設工

事について、当該企業集団に属する親会社又はその子会社（当該建設業者を除く。）

がその下請負人（当該建設工事の全部又は一部について下請契約が締結されている

場合の各下請負人をいう。以下同じ。）となる場合は、この限りでない。 

  この取扱いに当たっては、当該出向社員の雇用関係を健康保険被保険者証等によ

り確認するほか、当該出向社員の出向元である親会社と出向先であるその子会社と

の関係を告示附則六の規定による認定を受けたことを証する書面により確認すると

ともに、当該出向社員を主任技術者又は監理技術者として置く建設工事の下請負人

を施工体制台帳等により確認することとする。 


